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1. は じ め に
現在われわれは国内的にも国際的にもますます
複雑な難問に直面しているが，それらの多くは経
済問題であるとともに，政治問題である。たとえ
ば，地球温暖化をめぐる環境問題とその対策につ
いても，それらは各国の経済活動に大きな影響を
及ぼすと同時に，各国の経済状態や政治状況また
国際関係によって左右される。こうした問題の本
質を明らかにし，解決策を見いだすためには，政
治学または経済学の一方だけを理解するだけでは
不十分であり，経済と政治の有機的な関係に注目
した政治経済学を学ぶことが有用になると考えら
れる。
早稲田大学政治経済学部は政治学科と経済学科
とからなっていたが，本年度新たに国際政治経済
学科（Department of Global Political Eco-
nomy）を開設した。その目的は，政治と経済が
密接にかつ複雑に絡み合った諸問題に対応できる
ような社会科学教育を行うことである。これまで
も政治経済学部では，程度の差や重点の置き方に
違いこそあれ，それぞれの学科において同様な目
的を実現しようとしてきたが，それらの目的は必
ずしも十分には達成されてこなかった。新学科に
おいては，経済学と政治学の両方をバランスよく
学び，それを基礎に学生自らの関心にしたがって，
政策策定・評価，国際関係，地域研究などの問題
を幅広く理論的かつ実証的に分析する力を養うこ
とを目的としている。さらに新学科では公共哲学
を必修科目としている。それは，たんに政治学と
経済学の分析ツールを学ぶだけでなく，それらを
支える思想・哲学を学ぶことが必要であると共に，
政策提言する際に欠くことができない価値観や倫
理の考察が重要であることを意味している。
わが政治経済学部における新たな展開は，この
新学科開設という教育面のみならず，研究面にも
強く反映されている。わが学部構成メンバーの多
くが積極的に関与している21世紀COEプログ
ラムの「現代アジア学の創生」と「開かれた政治
経済制度の構築」は，新学科の開設理念と軌を一
にしていると言えよう。たとえば，「開かれた政
治経済制度の構築」においては，グローバリゼー
ションとともにボーダレス化する世界で起きてい
る，さまざまな政治的紛争を解決し，また国際的
な経済取引を円滑化するためには，どのような政
治経済制度を築くべきか，を政治経済学的かつ思
想的視点から考察しようとするものである。
政治経済学部生および政治学研究科・経済学研
究科の大学院生を会員とし，わが学部で政治学と
経済学を担当する教員を中心に成り立っている早
稻田大學政治經濟學會は，こうした国際政治経済
学科の開設を記念して，４月10日（土曜日）午
後１時半からシンポジウム「新しい政治経済学の
構築――開かれた政治経済制度の構築に向けて」
（21世紀COEプロジェクト「開かれた政治経済
制度の構築」後援）を開催した⑴。このシンポジ
ウムでは公共哲学，経済学，政治学のそれぞれの
視点から新しい学問への指針が論議された⑵。
本稿では，シンポジウムの主題に関連して，
「なぜ新しい政治経済学の構築が必要なのか」に
ついて経済学の視点からの１つの見解を示すこと
にする。まず第２節では，なぜ経済学に加えて政
治学的な分析を取り入れることが必要であるかを
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問い，政治と経済がどのように相互依存するかを
論じることにする。また第３節では，なぜ「国際
政治経済学」なのかを問い，国際面で新たに生じ
る政治経済学的問題を指摘する。そして第４節で
は，政治経済学的分析方法だけでなく，同時に公
共哲学を学ぶべき根拠を指摘し，本稿のまとめと
する。
2. 経済と政治の相互依存
伝統的な経済学では主として，民間部門におけ
る個人の消費行動，企業の生産行動，およびこれ
らの経済主体の行う市場取引を分析する。われわ
れの住む社会は，民間部門と公共部門からなる混
合経済であり，そこでは政府がさまざまな形態で
民間部門に介入することによって，個人・企業の
行動や市場の動きに影響を与えている。政府・公
共部門が果たす役割また民間経済に及ぼす影響に
ついては，公共経済学や財政学などの応用経済学
の分野で検討されてきた⑶。
2.1. 政府の役割と意思決定メカニズム
まず政府は，民間部門では供給されない公共財
を数多く供給しているが，そうした公共財の提供
のために財・サービスを市場から購入し自ら生産
活動を行うことがある。また大学教育のような私
的財についても，政府が供給することがある。政
府はさらに，外部性をもたらすような財・サービ
スの生産や消費を奨励したり抑制するために，一
定の経済主体の行動に補助金を与えたり税を課し
たりする。また政府は，民間部門の一定の生産や
消費を禁止するための規則・ルールを定め，そう
した行動を禁止する。このように政府は，他の経
済主体に対して強制力をもつという点で，民間の
個人や企業とは大きく異なっている。
上のような政府介入の理論的根拠は主として市
場の失敗である。政府介入の根拠としては他にも
所得再分配や価値財の供給も挙げられる。しかし
こうした根拠については，公平性の概念，また個
人主義か温情主義か，という価値判断やイデオロ
ギーにかかわるため，経済学者間でも意見の分か
れるところである。
市場経済においては経済主体が市場価格で自由
に取引するとされるが，それは暗黙のうちに，所
有権が確立されていることを意味している。しか
し所有権の確立およびその保護のためには政府が
重大な役割を果たしている。ある財に対して一定
の所有権が認められると，その権利の範囲内で所
有者はその財を自由に処理することができ，また
消費しようと売却しようと自由である。また市場
経済において所有権が認められていると，対価を
支払わない限り商品の移転は生じない。こうした
所有権の確立や市場ルールは１つの制度であり，
それは一種の公共財であると考えられる。政府は，
警察制度や裁判制度などを用い所有権を確立し保
護することによって，こうした制度という公共財
を提供している。この政府の役割は，夜警国家的
な，最も小さな政府にも要求されることである。
経済学の基本的問題は，「何を，どれだけ，誰
のために，どのように生産するか」と「それらの
決定を誰が行うのか，またどのような過程を通じ
て行うのか」である。市場経済におけるこれらの
問いに対する答えは，個人や企業が効用・便益ま
たは利潤などの私的な目的をそれぞれ追求するよ
うに生産・消費を決定しているということである。
しかし上述した政府の行動における，これらの経
済学の基本的問題は，民間部門の個人や企業の場
合と大きく異なることになる。
政府行動に関する経済分析においては，政府支
出や課税が民間の経済主体の行動や市場にどのよ
うな影響を及ぼすかという実証的問題や，経済効
率を高めたり所得分配を公平にするためにはどの
ような政府介入や規制が必要であるか，という規
範的問題が検討されてきた。多くの政策効果にお
いては，効率性と公平性がトレードオフ関係にな
る。すなわち，規制や課税・補助金によって生産
効率を高めようとすると，それらは分配を不平等
にし，逆に公平な分配を実現しようとすると生産
が非効率になる。また政府の市場介入や規制のや
り方によって，効率性と公平性に及ぼす効果は異
なってくる。こうした状況でどのような政策をと
るべきか，どのような規制を行うべきか，を決定
しなければならない。そうした政策判断について
は，全員の意見一致を見ることはない。それは，
公平性を高めようとすると効率性がどれくらい低
下するのかという事実の評価が個人によって異な
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っているためであり，また公平性のためにどれだ
け効率性を犠牲にしてもよいと考えるか，またど
のような分配が公平か，という問題が個人の価値
観に大きく依存するためである。経済学では，政
府がそうした決定をどのようにまたどのような過
程を通じて行うか，という問題は詳細には検討さ
れず，政府の政策決定過程は一種のブラックボッ
クスであった。
政府においても「何を，どれだけ，誰のために，
どのように生産するか」は重要な問題である。経
済学では，政府は１個人の行動とは異なっている
としても，合理的に行動する１つのまとまった組
織としてみることが多い。しかし政府による選択
は，必ずしも個人のそれのように首尾一貫したも
のでないことが多い⑷。それは，「それらの決定
を誰が行うのか，またどのような過程を通じて行
うのか」という問題が，政府の場合には個人の意
思決定のように単純なものでないためである。す
なわち，政府による選択は，１個人のそれではな
く，多数の人々の選好を反映し影響されるもので
ある。政府による政策の決定・実施のメカニズム
は，政治制度や官僚組織を通じて行われ，またこ
うした制度は国ごとに異なるため，そうしたメカ
ニズムも国によって異なることになる。政府が経
済学的に見て望ましい政策を採用しなかったり，
また政策効果が必ずしも経済学的に予想されたも
のでないことが多い。後者の理由としては，政策
決定の基礎となる経済モデルやデータが不完全・
不適切であることが挙げられる。前者の理由の１
つには，政策決定メカニズムにおける政府のもつ
こうした性質にあると言える。
?政府とは何か，どのような組織か」「政府がど
のように選択を行い，それをどのように実行する
か」という問題について，政治学は多くの示唆を
与えてくれる。たとえば，社会契約説では，国
家・政府のもつ権力は社会を構成する個々人の自
発的な相互契約によって根拠づけられる，という
ことになる。言い換えると，自由で独立した合理
的な個人が全員一致で国家・政府に権力を授ける
とする。すなわち，国民と国家はプリンシパル－
エージェント関係にあり，プリンシパル（依頼
人）である国民が合意によって，エージェント
（代理人）である国家・政府に権限を委譲してい
るのである。
経済学においても暗黙のうちに，政府は国民の
利益になるために存在し，国民を代表するように
機能すると前提して議論している場合が多い。し
かしすべての国民は同質ではなく，異なった目的
を追求しようとするため，異なった国家形態や政
府の政策を望むことになる。どのように国民の選
好を反映するのかは，市場での経済取引とは異な
った方法で行われる。国民による投票によって行
われるとしても，投票のパラドックスが生じる可
能性があり，さらにアローの不可能性定理で示さ
れるように，異なった個人の選好を矛盾なく反映
するような社会的選択は一般的には存在しないの
である⑸。
2.2. 政治と取引費用
民主的な社会においては，国民の意思を反映す
るために選挙を行うが，公正で厳正な選挙を実施
するためには，候補者に関する情報提供，投票所
の運営や投票の集計作業など，政府当局には多大
な費用がかかる。また政府がさまざまな政策決定
を行う際に，その都度国民の意見を問うには，現
実にはあまりにも費用がかかりすぎる。そのため
国民が自分たちの代表者を選び，その代表者が議
会において法律や政策の決定を行うという議会制
がとられている。すなわち，国民と彼らに選出さ
れた議員から構成される議会とは，一種のプリン
シパル－エージェント関係にあり，プリンシパル
である国民が，エージェントである議員に選択を
委任しているのである。エージェントである議員
は，議会においてプリンシパルである国民の利益
を追求するように行動すると想定されている。し
かし議会における決定は必ずしもプリンシパルで
ある国民の意思を正しく反映しないかもしれない。
１つは，エージェントがプリンシパルと異なった
目的をもっている場合である。たとえば，エージ
ェントの議員が選挙における自らの再選というこ
とだけを最優先し，国民全体の厚生向上というよ
うな，プリンシパルの利益を追求しようとしない
かもしれない。またプリンシパルとエージェント
の間には情報の非対称性が存在するため，プリン
シパルである個人は選挙民の利益に反するような
議員・議会の行動をつねに監視することが不可能
になる。さらに，ここでのプリンシパル－エージ
ェント関係は，１対１の関係ではなく，複数のプ
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リンシパルと複数のエージェントとの関係になる。
それらの関係はより複雑になり，議会による決定
は国民の選好を正しく反映せず，その結果が必ず
しも経済的に望ましくなくなることが多い⑹。
一部の人は投票を棄権し，自己の意思を表そう
としないことがある。選挙費用は，選挙を実施す
る政府や選挙運動を行う候補者のみならず，投票
を行う個人にとってもかかる。すなわち，誰に投
票するかを考えるにも，投票所に行くにも，少な
くとも時間的な機会費用がかかる。しかし各個人
が投票結果に及ぼす影響は，無視できるほど小さ
なものであるといえる。他の人たちの投票行動が
所与であるならば，ある１人の個人の投票行動が
選挙結果に影響を及ぼすことはほとんどない。し
たがって選出される候補者は彼の投票によって変
わることもないし，また彼が投票しなかったとし
ても選挙結果はほとんど変わらないであろう。こ
の意味では，多くの選挙において棄権する人がい
るということは，合理的な個人の行動結果として
説明される。そのため投票を義務として強制する
国もあるが，多くの国では選挙権は権利であり，
それを行使するかどうかは個人の自由であるとさ
れている⑺。もしそうであるならば，投票行動に
伴うこうした費用と便益の比較にもかかわらず，
現実にはなぜ多くの人たちは投票所に行くのか，
ということが１つの謎になる。このことは，個人
の投票行動や政治への参加が経済合理性だけでは
説明することができず，「民主政治を成立・維持
させるためには個人は選挙に参加しなければなら
ない」と教育されてきたことなど，その他の要因
によるところが大きいことを意味している。
国民による議員選出や議会の決定は，選挙以外
の手段によっても大きく影響される。さまざな利
益団体は，多くの個人や企業組織などから構成さ
れるが，それらは政治家や政党に献金を行ったり
情報を提供することによって，議会の決定を自ら
のグループに有利になるように働きかけることが
できる。すなわち圧力団体として行動する。さら
にはマスメディアを通じた世論なども，議会にお
ける決定に影響を及ぼす。こうした政治過程が政
府の政策決定に大きな影響をもつことになる。
2.3. 二層のプリンシパル－エージェント関係
としての政府
政府の行動は議会の決定で終わるわけではない。
議会で決定された政策や規則が実施されなければ
ならず，政府は政策を運営し，また個人や企業が
ルールを守りながら行動をしているかを監視しな
ければならない。それらは官僚機構を通じて行わ
れる。官僚がどのように政策を実施し行動するか，
そうした行政過程にはどのような問題が生じるの
か，という問題は行政学の領域である。
国民と議会がプリンシパル－エージェント関係
にあると考えられたが，行政過程においても，立
法府である議会がプリンシパルであり，行政府で
ある官僚組織がエージェントになる，プリンシパ
ル－エージェント関係が存在する。その意味で政
府は二層のプリンシパル－エージェント関係を形
成していると言える⑻。
この議会と官僚との関係にも，上述したような
プリンシパル－エージェント問題が生じる。議会
で決定された法律や政策方針は，あらゆる状況を
想定した具体的かつ詳細なものではなく，それを
実施する官僚の裁量に任されることが多い。この
ときエージェントである官僚が独自の目的をもつ
ならば，議会の意図と必ずしも一致しない政策運
営を行うかもしれない。非対称情報はここでも難
問をもたらしている。すなわち，官僚組織を通じ
た政府行動が議会の決定に沿って運営しているか
を監視するには費用がかかるため，国民や議会は
官僚の行動をつねに監視することができなくなる。
また官僚組織は現実に情報収集活動や政策運営の
経験などから情報を多く得ており，シンクタンク
的な役割をももっているのに対して，議員や議会
が同等な情報をもって政策決定を行うことができ
ず，官僚からの情報提供に依存していることが多
い。このような非対称情報の状況では，官僚は提
供する情報を操作することによって，議会での決
定を左右するかもしれない。
以上のように政治過程と行政過程は，実際の政
策決定と政策効果が純粋に経済学的な観点だけか
らの予測と大きく異なる要因の１つになり，かつ
選挙・議会制度や官僚機構という政治制度が経済
活動を大きく左右するということが理解できる。
政治制度は，資本主義体制と社会主義体制の間で
大きく異なり，また同じ資本主義体制であったと
しても，国によってかなり異なっている。こうし
た政治制度の違いが，各国の経済発展と密接に関
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2.4. 経済から政治制度への影響
政治と経済との関係は，これまで述べてきたよ
うに政治から経済へという方向だけでなく，経済
から政治への影響もある。すでに指摘したように，
国民が政治過程に参加するのは選挙だけでなく，
さまざまな方法で議会での決定と政策の運営方法
に影響を及ぼすことができる。その中には違法な
ものも含まれているかもしれない。投票権が１人
一票というようにすべての個人に平等に分配され
ているのに対して，他の手段による政治過程への
参加は，個人また企業などの経済力に大きく依存
している。経済力の豊かな個人は，献金によって
自らの利益に合致する政策を掲げる候補者や政党
を支持することができるが，財力のない個人はそ
うした手段を用いることができない。また利益を
共有する個人や企業は特殊利益集団を形成し，圧
力団体として自らの意見を政治に反映させようと
する。このように経済力が政治力を生みだし，経
済が政治に影響を及ぼすことになる。
短期的には政治制度は経済とは独立し変化しな
いとしても，長期的には経済活動の変動が政治制
度の変革をもたらす要因になる。安定的な経済状
況と平等な所得分配が政治的安定をもたらすのに
対して，経済的不安定や所得分配の不平等などは，
現行の政府または政治制度に対する不満を増大さ
せる。１つには，それは選挙を通じた政権交代に
つながることになる。一般的に制度には経路依存
性があるため，政治制度そのものの変革は簡単に
起きるものでも，頻繁におきるものでもないであ
ろう⑼。しかし不安定な経済状況の長期化や富や
所得の不平等の拡大は，現行政治体制に対する不
満を累積するため，革命のような不連続な変革が
もたらされることになる。
3. グローバリゼーションと「国際政治経済学」
現実にわれわれが直面している問題の多くは，
一国だけの問題でなく，多くの国々を巻き込んだ
複雑な問題である。地球規模の全世界的のものか
ら，地域的に隣接した数カ国を含む問題までさま
ざまである。これらは，経済取引が国内だけにと
どまらず，海外との貿易が盛んになり，同時に資
金も国境を越えて貸し借りが行われるようになっ
た。それに伴って労働者や企業も，国内だけでな
く国際的に移動することになったためである。こ
うしたグローバリゼーション下では，全世界が経
済的に統合され，政治的にも国々の相互依存関係
が深まってきたが，一方では経済的軋轢が厳しく
なると同時に地域的な政治紛争も増加してきた。
3.1. なぜ人や企業は国境を越えようとするのか
前節で論じたように，民主的な国家・政府はそ
の社会を構成する個人を代表するものとして形成
され，国民の利益のために，国境を設けることに
よって自国民と他国民とを区別している。国家は，
国民に対しては，経済的取引を自由に行うことや
所有権を保証したり選挙権を与えるなど，経済的
また政治的権利を認めているが，他の国家に属す
る個人や企業に対しては国内での活動や権利を制
限している。また財・サービス，労働と資本また
人と企業の国境を越えた移動も一部は制約されて
きた。たとえば，貿易については輸出入の禁止や
関税によって制限されてきた。また国家は，それ
ぞれ自国内で流通する貨幣を定め，その流通量を
コントロールしてきた。そうした交換手段として
の貨幣の存在は，ネットワーク外部性をもち国内
での経済取引を円滑にする。しかし国境を越えた
取引の場合には外国通貨との交換が必要となり，
また，国境は必ずしも最適通貨圏に等しくはなら
ない?。
このように政治的に設けられた国境は，歴史的
な産物でもあり，経済合理性から見て望ましい経
済領域に等しくなるとはかぎらず，またすぐさま
変更されるものでもない。経済的に望ましい領域
は一般的には国境を越える大きさであるため，人
や企業の多くは国境を越えて移動しようとする。
貿易は，外国との取引・交換からの利益を得る
ために行われる。貿易によって取引量・産出量が
増大すると比較優位や規模の経済から国全体とし
て貿易の利益を享受することができる。また海外
との取引によって，国内では得られない財・サー
ビスや，それらとは異質な商品を手に入れること
ができるようになる。消費においては，たとえば
海外旅行によって国内旅行とは異なった楽しみを
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得ることができる。生産においても，国内では入
手不可能な原材料を海外から輸入することによっ
て，生産性を高めることも可能になる。一方，生
産要素である労働はより高い賃金を求め，資本や
資金はより高い利潤・利子を求めて，国境を越え
てでも移動しようとする。
しかし移動には費用がかかり，リスクも伴う。
貿易には輸送また情報のための費用がかかり，労
働の移動についても交通費がかかる。貿易取引者
間の距離が大きくなったり，個人や企業が移動す
る距離が大きくなれば，それだけ移動費用も大き
くなる。また遠く離れたところと取引をしたり，
移動距離が大きくなると，必要な情報を入手する
ことが困難になるため，取引や移動から得られる
収益は不確実になり，リスクが大きくなる。国際
取引に必要となる外国通貨との交換においては，
為替レートの変動は避けられず，その結果われわ
れは価格リスクや収益率のリスクに直面せざるを
えなくなる。こうした費用やリスクの存在は，
財・サービスや労働・資本の移動を抑制する働き
をもつため，価格，賃金，利子・利潤率がすべて
の国で完全に均等化することにはならない。
経済的理由に加えて，個人や企業は政治的理由
によっても国境を越えて移動しようとする。前節
で指摘したように，政治制度は公共財的な性質を
もち，すべての国民に同じように影響を及ぼす。
すべての国民にとって望ましい政治を行う政府は
正の公共財であるが，逆に望ましくない政治を行
う政府は負の公共財である?。たとえば，個人の
権利や自由を制限するような政府は後者のケース
であり，その場合には現行政権の交代や政治制度
の変革を，またより極端な場合には革命を，引き
起こそうとする動きが生じるであろう。
しかし国民は同質ではなく，異なった価値観を
もっているため，公共財に対する意見は人によっ
て違っている。したがってある者にとっては正の
公共財であったとしても，他の者にとっては負の
公共財になるかもしれない。人々の政府に対する
評価は，各自のもつイデオロギーによっても異な
ってくる。政府のとる政策に対する評価も，人の
価値観によって異なる。たとえば，効率性よりも
公平性を重視する個人にとっては効率性に注目す
る政府は望ましくなく，公平性を追求する政府が
望ましくなる。
ある国においては，一部の国民に対して権利や
自由を束縛することによって差別的に取り扱った
り，または経済的に不利益な状況に追い込むよう
な政策をとるかもしれない。そうした差別を受け
ない人々にとっては，政府は負の公共財と考えず，
政府に反対しないかもしれないが，逆に差別的に
不利益を被る人々にとっては，政府が負の公共財
になる。そのため彼らは，現行政府を変革しよう
とするかもしれない。また自ら差別を受けないと
しても，一部に差別を受けるような人がいる不平
等な社会を望ましいと思わない人にとっても，こ
うした政府は負の公共財になる。
現行の政治に対して異なった評価がある状況で
は，不満に感じる人々が政府を交代させたり政治
を変革することは，必ずしも容易なことではない。
変革の困難さは，現行制度で差別され不満に感じ
ている人たちの割合が少ないほど，大きくなる。
不満に感じる人たちは，国内での政治変革よりも，
むしろ海外に自由に活動できる場所を求めて国境
を越えて移動しようとするのである?。
3.2. 国際取引・移動の影響
前項では，貿易および労働・資本の国際移動を
もたらす要因について論じてきた。しかし多くの
国では歴史的に，貿易や労働・資本の国際移動を
多かれ少なかれ制限してきた。なぜそうした制約
が課されてきたのであろうか。貿易また移動の自
由化がすべての人々に（少なくとも短期的には）
便益をもたらさず，国内に経済的軋轢をもたらす
おそれがあるためである。
貿易の自由化は，海外からの輸入財と競争する
産業に対しては損失をもたらす可能性がある。す
なわち，海外からの供給の増加によってその財の
市場はより競争的になるため，商品価格は下落し，
その産業の企業収益や賃金は低下する。また失業
や企業倒産が生じるかもしれない。労働や資本が
他産業に即座に移動することができず，調整のた
めに時間を要する。したがって，これらの産業に
従事してきた労働者や企業は，少なくとも一時的
には損失を被ることになる。
外国企業の進出も市場競争を促進することによ
って，国内企業に対しては同様な影響を及ぼすこ
とになる。しかし労働市場一般についてはそれに
よって労働需要が増大するため，賃金は上昇し，
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雇用が創出される。一方，外国人労働の流入は国
内労働市場での供給を増加させるため，賃金が低
下する。さらに外国人労働者は，これまでの国内
労働者の職場を奪うことになり，失業を生み出す
可能性がある。逆にそれは，企業にとって安価な
労働を利用可能にするだろう。同様に，海外から
の資本流入は資本市場での供給を増加させるため，
利潤率を低下させる効果をもつ。
国内での労働市場や資本市場での調整が完全に
行われるような長期的な視点から見ると，貿易の
自由化および労働者・企業の国境を越えた移動は，
経済全体として望ましいとしても，このように一
時的には一部の人々は損失を被り，所得や富の分
配の不平等を大きくすることになる。市場メカニ
ズムは経済効率を高めるとしても，分配を平等に
する保証がないため，長期的に見ても貿易や国際
移動はその国における分配における公平性を損ね
る可能性がある。また市場メカニズムが円滑に機
能するための経済制度が確立していない発展途上
国や，旧社会主義国の市場経済への移行過程にお
いては，貿易の自由化また海外資本の流入は，必
ずしも途上国経済を活性化することにはならず，
経済効率を低下させると同時に，国内での貧富の
差および南北格差を拡大する傾向があるとの指摘
もある?。
さらに貿易や労働・資本の国際間移動は，単な
る生産物と生産要素の移動でないため，社会に対
して付随的に重大な影響をもたらす。人また企業
の移動は，生産技術の移転をもたらすことによっ
て技術水準全般を向上させる。またそれらは慣習
や習慣など経済的・社会的制度また文化の移転を
伴うことになる?。外国から入ってきた制度，文
化，考え方は国内社会の多様化をもたらし，社会
を刺激し活性化する一方で，社会的差別を生みだ
し，マイノリティに関わる問題など，社会的軋轢
を生みだし，また人種的摩擦を激化させるかもし
れない。
こうしたマイナスの影響を避けようとすること
が，各国政府が国境を越えた取引と移動を制限し
てきた理由の１つであろう。また自由化のもたら
すこれらの問題が，最近世界の各地でしばしば見
られる反グローバリゼーション運動の誘因になっ
ているのであろう。
経済論理に基づく，財・サービスの国際取引と
資本・労働の国際間移動は，各国政府の政治的決
定や，前項で指摘した取引や移動のための費用に
よって制限されてきた。しかし20世紀における
交通・運輸面での急速な技術進歩は，取引および
移動に伴う費用を大幅に低下させた。また通信情
報関連の技術進歩，すなわち情報革命は，海外に
関する情報を安価に多量に提供し，取引・移動に
伴うリスクを削減してきた。これらは，国際取引
や国際間の移動を制限する要因を取り除く役割を
果たしてきた。
さらには，20世紀後半においては世界的な自
由化の波が，国内の一部の人々の利益ではなく国
全体の利益を重視するような政策を後押しし，一
部の産業を保護するための規制を撤廃してきた。
国際的な貿易協定や隣国間での自由貿易協定は，
政策的または政治的に設けられていた制限を取り
払い，国際間での財・サービス，労働，資本，企
業の移動を容易にし経済統合を推進してきた。貨
幣面においても，ユーロのような単一通貨からな
る通貨統合が実現し，域内における取引と移動が
よりスムーズなものになった。
3.3. 国際機関とプリンシパル－エージェント
関係
国際貿易や資本・労働の国際間移動など，さま
ざまな国際取引の増大は，国内問題と異なった問
題を生じさせる。国内での取引については，各国
政府が一定のルールを定め，個人や企業がそれに
従って行動するように強制する。こうした制度は
すべての国にとって共通ではなく，国ごとに異な
ることがある。したがって国境を越える取引や移
動に関しては，国家間での調整という新たな問題
をもたらす。すなわち，多くの独立した国からな
る世界では，国内で法律によって権限が与えられ
た政府に対応するような組織がない。われわれは，
Kindleberger（1986）が指摘した「世界政府が
ない下での国際公共財」の問題に直面する。これ
までにも多くの国際機関でそうした難しい問題を
解決しようとしてきたが，それらの機関は，その
機関に加盟する国の政府が国内で企業や個人に対
して発揮できる力をもたず，また各国政府と同等
な形での強制力がないのである。
すでに指摘したように，各国政府は国内の政治
的な理由によって，貿易や資本移動また人や企業
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の流入に対して，多かれ少なかれ規制を行ってき
た。たとえば，輸入や資本・労働の流入には税金
や割当てを課すことによって，取引量や流入量を
制限してきた。これらは一方的に課すことができ
たとしても，その場合には他国からの報復という，
国際間での経済摩擦または政治的軋轢が生じるか
もしれない。また２国間での関税に関する協議に
おいても，両国間の政治的な力関係が影響力をも
つことがある?。
国際的な自由化の波は，広範な貿易の利益を享
受するために，こうした関税や規制を撤廃しよう
とするものであるが，それは必ずしもすべての人
に便益をもたらすものではなかった。すなわち，
国内的にも国際的にも利益の相反が生じる可能性
がある。経済学においては，関税また関税同盟，
逆にそれらの撤廃がどのような経済的効果をもつ
か，については考察されてきたが，それらが国際
間でどのような過程を通じて形成されるか，は詳
細には分析されなかった。
国際間の取引を円滑にし，国境を越えた取引・
移動から生まれる問題を調整・解決するための国
際機関が形成されてきた。たとえば，貿易問題に
ついては世界貿易機構（WTO），また通貨・金
融問題については国際通貨基金（IMF）や世界
銀行（IBRD）がある。こうした国際機関と加盟
国の間には，前節で論じたプリンシパル－エージ
ェント関係がある。すなわち，加盟国がプリンシ
パルであり，国際機関がエージェントである。こ
のプリンシパル－エージェント関係においても，
前節で指摘したような問題が生じることになる。
たとえば，この場合には加盟国が多数であり，複
数のプリンシパルが存在することになる。また各
国の利益が一致しておらず，国際機関に対して期
待することは，たとえば先進国と発展途上国では
大きく異なっている。さらには，すべての加盟国
の国際機関に対する立場が平等ではなく，一部の
国が指導的立場にあり，強い影響力をもつことが
ある?。国際機関は軍事力をもたないため，ルー
ルの執行や強制力には限界があり，アメリカのよ
うな軍事大国が国内における警察と同等の役割を
果たし，影響力を強めることになる。逆に，途上
国や小国の意見が国際機関の決定に反映されるよ
うになっていないとの批判もある?。
各国政府が，国際間で共通の問題を解決しよう
としたり，そのために協定を結ぼうとするとき，
そうした協定は国内で新たな利害関係を生み出す
ため，政府は対外と国内の問題に同時に直面する
ことになる。それは一種の２段階ゲームである?。
２国間または多国間での協定では，それぞれの国
が独立した経済主体として政策を決定し，互いに
交渉を行うとしても，各国の決定においては国内
的にさまざまな経済主体間での調整が必要になる。
たとえ国際間で政府が協定を結んだとしても，国
内の（一部の）圧力によって協定が批准されない
ことが少なくない。たとえば，地球温暖化対策と
しての京都議定書のケースがそれであり，アメリ
カ政府が国際的にそうした約束に賛成したとして
も，国内においてその政策によって大きな損害を
受ける産業の抵抗によって，条約は批准されなく
なるのである。したがって各国政府は，国際間の
協定が国内のアクターにどのような影響を及ぼす
かをつねに考慮に入れながら，それらに受け入れ
るような形で交渉を行わなければ，成功には至ら
ないかもしれない。
4. お わ り に
本稿ではこれまでに，政治と経済が相互依存し
ていること（第２節），また国家間には経済的に
も政治的にも相互依存関係が存在していること
（第３節）を示し，現在われわれが直面している
社会問題を理解し解決策を探るには，たんに経済
学または政治学だけではなく，より広く政治経済
学的アプローチが必要であり，かつ国際的な視点
をもち分析しなければならないことを指摘してき
た。われわれが現実に直面する政治経済学的問題
を考察し，その本質を理解するためには，現実は
あまりにも複雑すぎるため，分析目的にとってあ
まり重要でないと考えられることは捨象した理論
モデルを構築して分析する必要がある。そうした
モデルを構築する際，何が重要であり何が重要で
ないかを判断しなければならず，それは分析者の
社会観や価値観に大きく依存し，思想やイデオロ
ギーに影響されることになる。たとえば，経済を
完全競争市場としてとらえるか，独占的市場とし
てとらえるかは，分析者の経済の見方を大きく反
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また分析アプローチが価値観や思想から独立で
あり得ないということだけでなく，現実の問題を
より深く理解するには，表面的に経済的または政
治的な側面からとらえるのではなく，そうした問
題を生み出している思想，宗教，文化など社会的
側面についても考察する必要があるであろう。ま
た政治経済学的分析から解決策を提言したとして
も，それらが思想的かつ社会的背景を考慮に入れ
ていないのであれば，一般の人々にはそうした政
策提言は説得力を欠き現実離れしたものとみられ
るかもしれない。
第２節においては，円滑な経済取引が実行され
るためには所有権の確立が不可欠であると論じた
が，われわれにとって重要な権利はそうした経済
的権利だけではない。経済学においては，人間に
とってのより広い権利についてはあまり言及され
てこなかった。たとえば，人間らしく社会生活を
営む権利がすべての人々に保証されるべきである
としても，途上国など一部の国においては人権侵
害が重大な問題となっている?。豊かな先進国で
みられるホームレスの増加をたんに所得分配の不
平等または物質的な貧困と見るだけでよいのだろ
うか。彼らは人間としての尊厳を失い，人間らし
く生きるという権利を放棄してしまっているとも
考えられる。こうした問題に対しては，狭い意味
での政治経済学にとどまらず，広く人間と社会の
あり方を考えなければならず，そのためには公共
哲学に裏打ちされた政治経済学があるのではなか
ろうか。
日本経済は20世紀後半において高度成長を成
し遂げ，成熟社会に突入したが，1990年のバブ
ル経済の崩壊以降，長期にわたって経済は停滞し
てきた。多方面から景気回復が叫ばれ，日本経済
がかっての成長路線に戻ることが強く期待されて
いる。しかしこれまでの高度成長期のようにすべ
てにおいて経済優先であり，物質的なものだけに
価値を置くのが，望ましい社会であろうか。これ
までとは異なり多元的な価値観をもつ社会とはど
のようなものであるかを考えてみる必要があり，
かつ物質的な面だけでなく文化的・精神的な面で
豊かさを享受できる社会を構築することが望まれ
るのではなかろうか。
そのためには教育は重要な役割を果たしている。
広い意味での教育では人々は，たんに知識・技術
だけでなく，労働また社会生活を行う上での規律
を身につけることによって，社会全体の生産性向
上に寄与することができる。これまで経済成長に
成功した国を見る場合，それらのすべての国にお
いて教育の充実が重視されてきた。さらに教育は，
望ましい社会とは何なのか，人間らしい生活とは
何か，などの問題について考える機会と能力を与
えることになる。
教育に関しては，どの国においても政府がその
供給に多かれ少なかれ関与している。公共政策の
中には，効率性を高めるが不平等を増大したり，
逆に平等度を高めようとすると生産性を低下させ
る政策が多い。しかし貧困のために十分な教育を
受ける機会のない人，とくに若年者層に対する教
育は，彼らに労働や社会生活での規律を身および
基礎的な知識・技術を習得させることによって，
彼ら自身の経済状況を高め分配の不平等を修正す
ると同時に，社会全体の生産性を高めることにな
る。経済が長期間低迷し，これまでの価値観が大
きく揺らぎ，新しい経済社会の方向を模索してい
る現在の日本社会においては，教育の果たす役割
はますます重大になっていると思われる。
［謝 辞］
本稿は，早稲田大学政治経済学会主催シンポジウム「新
しい政治経済学の構築――開かれた政治経済制度の構築に
向けて」（21世紀COEプロジェクト「開かれた政治経済
制度の構築」後援，2004年４月10日開催）での問題提起
としてまとめたものであるが，シンポジウムでの議論から
得たものは多かった。本稿が基づく研究は，21世紀COE
プロジェクト「開かれた政治経済制度の構築」の一環であ
り，また科学研究費の助成を受けている。
［注］
⑴ またCOEプロジェクト「開かれた政治経済制度の
構築」は，４月20日（火曜日）午後には2001年にノ
ーベル経済学賞を受賞した，コロンビア大学のジョセ
フ・スティグリッツ教授を招き，井深国際会議場で講
演会を開いた。講演会は大隈講堂にも同時中継された
が総計1000人を上回る聴衆が参加した。
スティグリッツ教授の「非対称情報の経済学」の研
究は，市場に加えて政府の役割，組織や制度の意義を
深く考察するものである。今回の “The Role of the
 
International  Financial  Institutions:Successes,
Failures and Reforms”と題する講演においても，大
統領経済諮問委員会委員長や世界銀行上級副総裁の経
験から，グローバリゼーションが急速に進行する世界
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において国内問題においても途上国問題においても経
済と政治との関連の重要性を強く指摘するとともに，
学際的な研究の必要性を強調した。こうした考えは，
わが学部における研究と教育の方向と一致するもので
ある。Stiglitz（1994）（2002）（2003）また Stiglitz
 
and Greenwald（2003）を参照されたい。
⑵ シンポジウムにおいては，政治学者の発表に対して
は経済学者がコメントを行い，逆に経済学者の発表に
は政治学者がコメントすることによって，経済学的ア
プローチと政治学的アプローチがどのように異なるか
が明らかになった。たとえば，それぞれのアプローチ
で取り上げるプレーヤーまたアクター，それらの行動
原理とそれらが行動する状況・環境などの違いである。
こうした違いは，これまでそれぞれの学問が独自に発
展してきたことに起因している。かつそれは，それぞ
れの分析の独自性または優越性を強調することになり，
相互の理解を妨げているように思われた。
また政治学者と経済学者は現実の同じ問題を異なっ
た観点から分析していると思われるところも多かった。
相互の理解を深め新しい学問体系を確立しようとする
ためには，各自の研究，特にテクニカルな分析につい
ては，それが広い学問体系においてはどのような位置
にあり，現実に政策立案に対してどのような貢献が期
待されるか，などを明確に考えておく必要がある。そ
れが，専門外の人にも理解させるための必要条件にな
ると認識した。しかし本シンポジウムにおいて，今後
われわれがどのように研究を進めるべきかについて，
ある程度の示唆が得られたと確信している。
⑶ たとえば，Atkinson and Stiglitz（1980），Stiglitz
（2000a）を参照されたい。
⑷ もちろん，現実の個人も，経済学で前提とするほど
合理的なものでない。近年には，行動科学的なアプロ
ーチを用いた経済分析がさまざまな分野で行われてき
た。マクロ経済学分野でのそうした分析については，
たとえばAkerlof（2002）を参照されたい。
⑸ Arrow（1951）。
⑹ プリンシパル－エージェント理論による政策決定に
ついては，Dixit（1996）等を参照されたい。
⑺ 民主的政治は，すべての国民が参加することによっ
て供給される公共財であり，個人の自由意思に任せる
と，フリーライダー問題によって望ましい政治制度が
実現されなくなるかもしれない。投票の義務化はそう
した問題に対する公的な対応の１つであるとも考えら
れる。
⑻ 藪下（2001）第２章を参照されたい。
⑼ 制度の経路依存性については，藪下（2001）第３章
を参照されたい。
? 最適通貨圏については，たとえばMundell（1961）
を参照されたい。
? Stiglitz（2000a），Chapter６を参照されたい。
? 彼らは，Hirshman（1970）のいう “voice”より
も “exit”を選択するのである。
? こうした点を指摘したものにはStiglitz（2000b）
などがある。
? この点に関しては藪下（2004）を参照されたい。
? 歴史的な例は，明治維新における不平等な条約に見
られる。
? たとえば，1997年のアジア通貨・金融危機におい
て IMFの対応がアメリカ政府の考えに強く影響され
たとの批判がある。
? Stiglitz（2001）は，この点から IMFや世界銀行な
ど国際機関の組織のあり方を批判している。また今回
のスティグリッツ教授の講演においては，国際機関に
関してガバナンスまた透明性の問題があるということ
を強く指摘した。
? 浜田（2000）は，為替制度の選択と国内経済政策と
の関連を２段階ゲームとしてとらえ，分析している。
? 当然，人権とは何か，人間らしい社会生活とは何か，
などは価値観に大きく依存するため，人によって意見
が分かれるところである。
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